
（単位：円）

変更区分 事業区分 事業名 補助金額

追加
経営相談支援事
業

— 1,019,440

変更
専門相談支援事
業

— 0

変更 地域活性化事業 創業促進事業 ▲ 171,040

変更 地域活性化事業
デザイン思考・マーケティ
ングを活用した地域中小企
業支援事業

▲ 323,200

変更 地域活性化事業 ＢＣＰ普及啓発事業 0

変更 地域活性化事業 経営革新支援事業 0

変更 地域活性化事業

人材採用・定着と業務効率
化のためのコミュニケー
ション力強化・IT活用促進
事業

▲ 525,200

※変更区分には、「追加」、「廃止」、「変更」、「未実施」のいずれかを選択してください。 0

主に法律相談及び労務相談が増加したため。金額に変更なし。

新型コロナウイルス感染防止対策の観点から人材交流型事業の参加
対象人数を変更。状況によってはオンライン形式にて実施すること
もあり得る。

池田商工会議所

令和２年度（2020年度） 商工会等事業変更概要書（１回目）

新型コロナウイルス感染防止対策の観点から参加人数を変更、ま
た、実施手法も一部人材交流型から人材育成型事業に変更したた
め。状況によってはオンライン形式にて実施することもあり得る。

新型コロナウイルス感染防止対策の観点から人材育成型事業及び人
材交流型事業の参加人数を変更。状況によってはオンライン形式に
て実施することもあり得る。

１．事業変更一覧

新型コロナウイルス感染防止対策の観点から状況によってはオンラ
イン形式にて実施することもあり得る。金額に変更なし。

新型コロナウイルス感染防止対策の観点から人材育成型及び人材交
流型事業の参加対象人数を変更。人材育成型はオンデマンドセミ
ナーを実施する。人材交流型は状況によってはオンライン形式にて
実施することもあり得る。

主に金融支援(紹介型・経営指導型）が増加したため。

変更の理由



２．経費支出概要書（経費内訳）

（１）経営相談支援事業 （単位：円）

事業所数/回数 補助金額 事業所数/回数 補助金額 算定基準 補助金額

330 8,250,000 330 8,250,000 0

11 110,000 11 110,000 0

15 450,000 100 3,000,000 2,550,000

36 1,440,000 63 2,520,000 1,080,000

1 20,000 4 80,000 60,000

25 500,000 25 500,000 0

39 975,000 40 1,000,000 25,000

70 1,400,000 60 1,200,000 -200,000

1 20,000 1 20,000 0

69 1,380,000 30 600,000 -780,000

70 1,400,000 30 600,000 -800,000

60 3,000,000 55 2,750,000 -250,000

55 1,100,000 20 400,000 -700,000

15 300,000 17 340,000 40,000

15 300,000 15 300,000 0

70 700,000 70 700,000 0

2 20,000 2 20,000 0

20 400,000 20 400,000 0

0 0 0 0 0

15 300,000 15 300,000 0

0 0 0 0 0

50 250,000 50 250,000 0

330 3,300,000 330 3,300,000 0

— 25,615,000 25,615,000 — 26,640,000 26,634,440 1,025,000 1,019,440

（２）専門相談支援事業

支援日数 補助金額 支援日数 補助金額 算定基準 補助金額

61 1,464,000 61 1,464,000 0

7 168,000 10 240,000 72,000

2 48,000 10 240,000 192,000

5 130,000 5 130,000 0

12 288,000 5 120,000 -168,000

28 672,000 24 576,000 -96,000

— 2,770,000 2,770,000 — 2,770,000 2,770,000 0 0

（３）地域活性化事業

補助金額 補助金額 算定基準 補助金額

7,190,470 6,171,030 -1,019,440

（4）商工会等支援事業

補助金額 補助金額 算定基準 補助金額

404,000 404,000 0

（５）合計

補助金額

0

変更前 変更後

申 請 合 計 35,979,470 35,979,470

差額

補助金額 補助金額

差額

算定基準 算定基準

小  計 別紙事業調書のとおり 別紙事業調書【変更後】のとおり

小  計 別紙事業調書のとおり 別紙事業調書【変更後】のとおり

変更前 変更後

変更前 変更後 差額

算定基準 算定基準

金融相談専門員

差額

算定基準 算定基準

変更後
事 業 名

変更前

金融相談

専門家相談

法律相談

労務相談

税務相談

小  計

※支援日数×24,000円。ただし、記帳支援のために税理士を活用する場合、事業所数×26,000円

マーケティング力向上支援

事業計画作成支援

創業支援

ＩＴ化支援

結果報告

販路開拓支援

労務支援

人材育成計画作成支援

マル経融資等の返済条件緩和支援

事業所カルテ・サービス提案

支援機関等へのつなぎ

金融支援（紹介型）

債権保全計画作成支援

フォローアップ支援

池田商工会議所

区   分
変更前 変更後 差額

算定基準 算定基準

事業継続計画(ＢＣＰ)作成支援

コスト削減計画作成支援

財務分析支援

５Ｓ支援

小     計

金融支援（経営指導型）

資金繰り計画作成支援

記帳支援

事業承継支援

災害時対応支援



これまでの
取組状況
※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

R元年度の本事業では、創業関心者の意欲を高めるための創業プレセミナーを12月に開催し
た。先輩体験談として近隣で成功している事業者を講師に迎え、20名の定員に対し24名の申
込・参加があった。続いて6～9月の期間に全6回で創業に必要な知識・ノウハウを学習する創
業スクールを開催。特定創業支援の構成団体である池田市、日本政策金融公庫十三支店、
池田泉州銀行の協力を得て実施した。15名の定員に対し20名の申込、18名の参加があった。

反省点

創業スクールの受講者より、「日中開催では仕事を休んでこなければならないので辛い」と、日
時設定に対する不満の声が上がった。当所では長年、土曜の日中に創業スクールを実施して
きたが、R2年度はスクール実施時間を土曜の晩とし、これまで時間的な都合で参加できなかっ
た層にアプローチすることで受講者確保に努める予定である。

４－２．地域活性化事業 事業調書【変更前】 池田商工会議所 （担当者：多田）

事業名 創業促進事業 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのような

状態にしたいか）

昨今の廃業率や経営者平均年齢の上昇および高齢化に伴う中小企業の衰退は全国的に大き
な問題となっており、将来的に地域経済の担い手となりうる創業者向け支援は必須の取り組み
であるといえる。また近年、起業のあり方は多様化しているが、小規模企業白書（2019）による
と、副業事業者が本業に移行した割合は全体の約7割、フリーランス事業者が雇用を拡大する
に至ったのは全体の約2割と、創業後に事業を拡大する成長志向の創業者も一定数あるため、
既存の創業スタイルのみならず副業やフリーランスなどの選択肢も含んだ創業関心者層を育て
ていくことが、未来の地域経済発展につながると考える。
本事業では、創業機運醸成事業として創業に関心のある女性をターゲットに創業セミナーを実
施し、事業スタートや事業拡大に足踏みをしている女性が一歩踏み出せるよう後押しをする。更
に性別・世代を問わず創業準備者・創業間もない方向けの創業スクールを実施し、創業に必
要な具体的知識の提供および創業者のネットワーク形成を図る。そして創業目前の起業準備
者については専門家による集中個別支援を実施し、円滑な創業に向けフォローアップを行う。

支援する対象
（業種・事業所数等）

＜人材育成型＞池田市内の起業関心者、起業希望者で創業について迷ったり不安を覚えたり
している女性
＜人材交流型＞池田市内の起業準備者、起業して間もない者で、創業のノウハウや知識を体
系的に学びたいと考えている者
＜ハンズオン型＞池田市内の開業を目前に控えている起業準備者で、円滑な起業に向けて支
援が必要な者

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

平成27年から池田市が実施している特定創業支援申込件数は、6件（H27）、20件（H28）、25
件（H29）、34件（H30）そしてR元年度が12月末現在で30件と、年々増加傾向であり、このこと
から起業前後に創業知識を体系的に学び、事業を成功・持続させたいという創業者のニーズが
伺える。
また、R元年12月に自主事業で開催した「創業しちゃっていいのか？セミナー（女性限定）」に
は、短期間の申込で33名の女性が参加し、女性ならではの創業の悩みにフォーカスしたセミ
ナーには需要があることが判明した。

想定する実施期間 H21 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
 また、別紙にて計画を提出すること



４－２．地域活性化事業 事業調書【変更前】 池田商工会議所 （担当者：多田）

事業名 創業促進事業 新規/継続 継続

○

○

○

○ (a)府施策連携 (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

名

名
事
業
の
目
標

①
【創業セミナー】
支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

【創業プレセミナー】
R元年度当事業の参加数、およびにR元年12月に開催した自主開催の創
業セミナーの参加数に基づき設定。当所管内事業所および近隣市民を対
象として会議所報、市報、有料広報誌、チラシ、ホームページにて案内募
集を行う。また、創業に至っていない当所の過去創業塾受講者へメールに
て案内募集を行う。

25

支援対象企業の
変化

支援対象企業の
変化

事業化に向けて必要な知識を得て、講義とディスカッションを通じて事業化に対する意識付け
を行う。特定創業支援等事業に必要な4つの知識（経営、財務、人材育成、販路開拓）が身に
つく。また、グループワークや討議、発表等を通じて志を同じくする仲間の交流が図られ、起業
の促進と起業家のネットワーク構築が図れる。

指標 創業に向けて取組を始めた創業予定者数 数値目標 5名

創業に関して漠然とした興味のある人が知りたいと考えていることを提供することにより、創業機
運の醸成を図る。

指標 創業を自身の選択肢の一つとして意識できた受講者割合 数値目標 80%

②
【創業スクール】
支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

【創業スクール】
R元年度当事業の参加数に基づき設定。当所管内事業所および近隣市民
を対象として会議所報、市報、有料広報誌、チラシ、ホームページにて案内
募集を行う。また、創業プレセミナー受講者へ参加を呼び掛ける。15

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこで・
何を・
どのよう
にする
のかを
明確に)

人材育成型

１．創業セミナー ＜人材育成型＞
■実施時期：R2年夏（R2年7月）の平日午前に実施予定。
■会場：未定
■事業内容：創業関心者、創業希望者の女性を主な対象に、創業に必要な基本情報の習得
を目指すセミナーを開催する。創業を検討する際に躓きやすい疑問点を解消することで、二の
足を踏んでいた層に創業の魅力を感じてもらい自身の選択肢の一つとして意識するきっかけを
つくる。受講者に対し創業スクールへ参加の呼びかけを行い、創業の次ステージへの一歩を踏
み出しやすくする。（2H×1回）

２．創業スクール ＜人材交流型＞
■実施時期：R2年秋～冬（R2年8月～12月）にかけて土曜の晩に実施予定。
■会場：池田商工会議所
■事業内容：創業準備者、創業後間もない方までを主な対象に創業スクールを開催する。専
門家の指導のもと、経営・財務・人材育成・販路開拓等、創業に必要な幅広い知識の習得を
支援する。グループディスカッション、グループワーク等を重視して受講者同士の交流を促すこ
とで、創業のモチベーションを相互に支え合うコミュニティ形成を図る。スクール最終日にはビジ
ネスプラン発表会を行い、各自の創業計画を共有する。スクール終了後もカルテ化支援で継
続的に支援を継続していく。（2.5H×8回）

３．集中個別支援 ＜ハンズオン型＞
■実施時期：R3年の年始（R3年1～2月頃）に実施予定。
■会場：池田商工会議所
■事業内容：当事業に申込のあった受講者およびカルテ化支援先の創業準備者のうち、起業
予定日が間近な創業準備者を対象に、専門家による個別集中支援を実施する。個別の課題
解決を専門家が支援することで、具体的な準備や対策実行を促進させる。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は
○印と下欄に
その根拠）

（a）府施策連携 商13番【起業家の育成、創業の促進】
大阪府商工労働部商業・サービス産業課新事業創造グループと連携し、大阪府の創業者向
け支援施策の紹介や府が主催する創業支援機関ネットワーク会議への参加、大阪起業家グ
ローイングアップ事業の推薦機関として、事業への参加を呼び掛ける。また、本事業の募集にあ
たっての広報連携も行う。
（c）当所は池田市が策定する創業支援等事業計画に参画しており、当所と池田市、日本政策
金融公庫 十三支店、地元金融機関である池田泉州銀行で構成する支援ネットワーク「事始め
アシスト」において事業推進の中心的な役割を担っている。池田市及び協力関係機関と連携し
て支援を実施する。
（d）本事業後に継続した創業準備や創業後の各種経営支援について、経営指導員による相談
支援事業につなげる。カルテ化目標70％。



４－２．地域活性化事業 事業調書【変更前】 池田商工会議所 （担当者：多田）

事業名 創業促進事業 新規/継続 継続

名

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円）  

代

円

円

円

円

円

※別添で補足する内容があれば添付してください。

【備考】

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算定基準
（行が足りない場合は、⇒

の行に挿入）

1,898,800

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

75,000

1,898,800 1.00 1,823,800 75,000

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核団体ま
たはﾋｱﾘﾝｸﾞで説明する代

表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

負担金の積算 ②５,000円×15名＝75,000円

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担

303,000

1,898,800

標準事業費

20,200 25 1.00 505,000

40,400 15 1.80 1,090,800

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

101,000 3 1.00

3

支援対象企業の
変化

創業に向けた個別の課題解決を専門家が支援することで、創業に向けて具体的な準備を促進
させ、創業の実現に近づくことができる。

指標 創業予定者数 数値目標 3名

その他目標値

目標値の内容⇒

③
【集中個別支援】
支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

【集中個別支援】
R元年度当事業支援数に基づき設定。本事業のセミナー・スクール参加者
及びカルテ化支援先の創業準備者のうち、具体的に創業準備にとりかかろ
うとしている者を対象とする。



これまでの
取組状況
※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

R元年度の本事業では、創業関心者の意欲を高めるための創業プレセミナーを12月に開催し
た。先輩体験談として近隣で成功している事業者を講師に迎え、20名の定員に対し24名の申
込・参加があった。続いて6～9月の期間に全6回で創業に必要な知識・ノウハウを学習する創
業スクールを開催。特定創業支援の構成団体である池田市、日本政策金融公庫十三支店、
池田泉州銀行の協力を得て実施した。15名の定員に対し20名の申込、18名の参加があった。

反省点

創業スクールの受講者より、「日中開催では仕事を休んでこなければならないので辛い」と、日
時設定に対する不満の声が上がった。当所では長年、土曜の日中に創業スクールを実施して
きたが、R2年度はスクール実施時間を土曜の晩とし、これまで時間的な都合で参加できなかっ
た層にアプローチすることで受講者確保に努める予定である。

４－２．地域活性化事業 事業調書【変更後】 池田商工会議所 （担当者：多田）

事業名 創業促進事業 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのような

状態にしたいか）

昨今の廃業率や経営者平均年齢の上昇および高齢化に伴う中小企業の衰退は全国的に大き
な問題となっており、将来的に地域経済の担い手となりうる創業者向け支援は必須の取り組み
であるといえる。また近年、起業のあり方は多様化しているが、小規模企業白書（2019）による
と、副業事業者が本業に移行した割合は全体の約7割、フリーランス事業者が雇用を拡大する
に至ったのは全体の約2割と、創業後に事業を拡大する成長志向の創業者も一定数あるため、
既存の創業スタイルのみならず副業やフリーランスなどの選択肢も含んだ創業関心者層を育て
ていくことが、未来の地域経済発展につながると考える。
本事業では、創業機運醸成事業として創業に関心のある女性をターゲットに創業セミナーを実
施し、事業スタートや事業拡大に足踏みをしている女性が一歩踏み出せるよう後押しをする。更
に性別・世代を問わず創業準備者・創業間もない方向けの創業スクールを実施し、創業に必
要な具体的知識の提供および創業者のネットワーク形成を図る。そして創業目前の起業準備
者については専門家による集中個別支援を実施し、円滑な創業に向けフォローアップを行う。

支援する対象
（業種・事業所数等）

＜人材育成型＞池田市内の起業関心者、起業希望者で創業について迷ったり不安を覚えたり
している女性
＜人材交流型＞池田市内の起業準備者、起業して間もない者で、創業のノウハウや知識を体
系的に学びたいと考えている者
＜ハンズオン型＞池田市内の開業を目前に控えている起業準備者で、円滑な起業に向けて支
援が必要な者

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

平成27年から池田市が実施している特定創業支援申込件数は、6件（H27）、20件（H28）、25
件（H29）、34件（H30）そしてR元年度が12月末現在で30件と、年々増加傾向であり、このこと
から起業前後に創業知識を体系的に学び、事業を成功・持続させたいという創業者のニーズが
伺える。
また、R元年12月に自主事業で開催した「創業しちゃっていいのか？セミナー（女性限定）」に
は、短期間の申込で33名の女性が参加し、女性ならではの創業の悩みにフォーカスしたセミ
ナーには需要があることが判明した。

想定する実施期間 H21 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
 また、別紙にて計画を提出すること



４－２．地域活性化事業 事業調書【変更後】 池田商工会議所 （担当者：多田）

事業名 創業促進事業 新規/継続 継続

○

○

○

○ (a)府施策連携 (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

名

名
事
業
の
目
標

①
【創業セミナー】
支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

【創業プレセミナー】
R元年度当事業の参加数、およびにR元年12月に開催した自主開催の創
業セミナーの参加数に基づき設定。当所管内事業所および近隣市民を対
象として会議所報、市報、有料広報誌、チラシ、ホームページにて案内募
集を行う。また、創業に至っていない当所の過去創業塾受講者へメールに
て案内募集を行う。

40

支援対象企業の
変化

支援対象企業の
変化

事業化に向けて必要な知識を得て、講義とディスカッションを通じて事業化に対する意識付け
を行う。特定創業支援等事業に必要な4つの知識（経営、財務、人材育成、販路開拓）が身に
つく。また、グループワークや討議、発表等を通じて志を同じくする仲間の交流が図られ、起業
の促進と起業家のネットワーク構築が図れる。

指標 創業に向けて取組を始めた創業予定者数 数値目標 5名

創業に関して漠然とした興味のある人が知りたいと考えていることを提供することにより、創業機
運の醸成を図る。

指標 創業を自身の選択肢の一つとして意識できた受講者割合 数値目標 80%

②
【創業スクール】
支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

【創業スクール】
R元年度当事業の参加数に基づき設定。当所管内事業所および近隣市民
を対象として会議所報、市報、有料広報誌、チラシ、ホームページにて案内
募集を行う。また、創業プレセミナー受講者へ参加を呼び掛ける。8

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこで・
何を・
どのよう
にする
のかを
明確に)

人材育成型

１．創業セミナー ＜人材育成型＞
■実施時期：R2年夏～冬に実施予定。
■会場：未定
■事業内容：新型コロナウイルス感染症防止対策のためオンデマンド形式によるセミナー開催。
創業関心者、創業希望者の女性を主な対象に、創業に必要な基本情報の習得を目指すセミ
ナーを開催する。創業を検討する際に躓きやすい疑問点を解消することで、二の足を踏んでい
た層に創業の魅力を感じてもらい自身の選択肢の一つとして意識するきっかけをつくる。受講者
に対し創業スクールへ参加の呼びかけを行い、創業の次ステージへの一歩を踏み出しやすくす
る。（2H×1回）（同一内容を複数日配信予定）

２．創業スクール ＜人材交流型＞
■実施時期：R2年秋～冬（R2年10月～12月）にかけて土曜の晩に実施予定。
■会場：池田商工会議所
■事業内容：創業準備者、創業後間もない方までを主な対象に創業スクールを開催する。専
門家の指導のもと、経営・財務・人材育成・販路開拓等、創業に必要な幅広い知識の習得を
支援する。グループディスカッション、グループワーク等を重視して受講者同士の交流を促すこ
とで、創業のモチベーションを相互に支え合うコミュニティ形成を図る。スクール最終日にはビジ
ネスプラン発表会を行い、各自の創業計画を共有する。スクール終了後もカルテ化支援で継
続的に支援を継続していく。（2.5H×8回）新型コロナウイルス感染症防止対策のため状況によっ

てWEB形式のスクールとする場合がある。
３．集中個別支援 ＜ハンズオン型＞
■実施時期：R3年の年始（R3年1～2月頃）に実施予定。
■会場：池田商工会議所
■事業内容：当事業に申込のあった受講者およびカルテ化支援先の創業準備者のうち、起業
予定日が間近な創業準備者を対象に、専門家による個別集中支援を実施する。個別の課題
解決を専門家が支援することで、具体的な準備や対策実行を促進させる。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は
○印と下欄に
その根拠）

（a）府施策連携 商13番【起業家の育成、創業の促進】
大阪府商工労働部商業・サービス産業課新事業創造グループと連携し、大阪府の創業者向
け支援施策の紹介や府が主催する創業支援機関ネットワーク会議への参加、大阪起業家グ
ローイングアップ事業の推薦機関として、事業への参加を呼び掛ける。また、本事業の募集にあ
たっての広報連携も行う。
（c）当所は池田市が策定する創業支援等事業計画に参画しており、当所と池田市、日本政策
金融公庫 十三支店、地元金融機関である池田泉州銀行で構成する支援ネットワーク「事始め
アシスト」において事業推進の中心的な役割を担っている。池田市及び協力関係機関と連携し
て支援を実施する。
（d）本事業後に継続した創業準備や創業後の各種経営支援について、経営指導員による相談
支援事業につなげる。カルテ化目標70％。



４－２．地域活性化事業 事業調書【変更後】 池田商工会議所 （担当者：多田）

事業名 創業促進事業 新規/継続 継続

名

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円）  

代

円

円

円

円

円

※別添で補足する内容があれば添付してください。

【備考】

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算定基準
（行が足りない場合は、⇒

の行に挿入）

1,692,760

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

40,000

1,692,760 1.00 1,652,760 40,000

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核団体ま
たはﾋｱﾘﾝｸﾞで説明する代

表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

負担金の積算 ②５,000円×8名＝40,000円

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担

303,000

1,692,760

標準事業費

20,200 40 1.00 808,000

40,400 8 1.80 581,760

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

101,000 3 1.00

3

支援対象企業の
変化

創業に向けた個別の課題解決を専門家が支援することで、創業に向けて具体的な準備を促進
させ、創業の実現に近づくことができる。

指標 創業予定者数 数値目標 3名

その他目標値

目標値の内容⇒

③
【集中個別支援】
支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

【集中個別支援】
R元年度当事業支援数に基づき設定。本事業のセミナー・スクール参加者
及びカルテ化支援先の創業準備者のうち、具体的に創業準備にとりかかろ
うとしている者を対象とする。



0.0%
【参 考】
参加者数

 

理   由

【変更の経過と理由】
新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、集合型のセミナーや勉強会は３密
（密閉、密集、密接）が避けられず、危険性が高いと判断したため、参加人数を変更し
た。WEBを活用したオンラインでの実施に移行することとした。
その中で、人材育成型セミナーについては、従来での集合型ではセミナー運営上の問題や
内容再現の困難さから複数回の開催はできなかったが、WEB上で録画内容をオンデマン
ド配信することで、同一内容の複数回開催が可能となり、日程の選択肢を増やすことでよ
り多くの受講者を集客できることが見込めるため、支援者数を増加するに至った。
対して、人材交流型スクールについては新型コロナウイルス感染症防止対策のため、参加
人数を変更、状況によってはWEB会議システムを使っての交流事業とする場合がある。

【支援効果】
受講者や講師等の新型コロナウイルス感染症の感染リスクを抑えながら支援を提供するこ
とができる。人勢育成型セミナーをオンデマンド配信することで開催日程を増やすことが
でき、参加機会の増加によって、より多くの参加者に支援を提供することができる。人材
交流型スクールの支援人数を変更することでオンライン上でも円滑な交流が期待でき、集
合型と同水準の支援レベルを保持する。

小規模事業経営支援事業 地域活性化事業 変更理由書

池田商工会議所

事業名 創業促進事業

計画に対する
実績（数値）

支援企業
数(計画)

48
支援企業
数(実績)

支援
実績率



H

４－２．地域活性化事業 事業調書【変更前】 池田商工会議所 （担当者：岩尾）

事業名 デザイン思考・マーケティングを活用した地域中小企業支援事業 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのような

状態にしたいか）

近年、日本国内の人口は減少のフェーズに入り今後国内の市場規模が小さくなる一方であるこ
とに加え、情報化社会の進展により特徴のないありふれた商品やサービスについては価格競争
力の高い大手の一人勝ちとなりつつある。
地域の小規模事業者がこの先も事業を継続し存続し続けるためには今のままの経営を行って
いるだけでは成り立たず、自社の強みとターゲットとなる顧客をしっかり見極め“モノ”消費から“コ
ト”消費へと遷移しつつある消費者ニーズへの対応と、狙った消費者にピンポイントに必要とされ
る商品特性を知っていただくための情報提供策を講じる必要がある。
そこで本事業では、自社の強みや他社との差別化にフォーカスするマーケティングの手法と、
顧客の問題に着目したデザイン思考の考え方を取り入れたワークショップや個社支援を通して、
“このお店のコレが欲しい！”と指名買いされる商品やサービスの開発や既存商品の改良、顧客
に届けるための発信力を身につけていくことを目的とする。

支援する対象
（業種・事業所数等）

①商品ブラッシュアップのためのグループインタビュー
自社の既存商品もしくは新商品について、実際に顧客目線での客観的な評価を行い、市場の
受容性を確認すると共にターゲット・品質・価格・販売促進法などの見直しにつなげたい企業。
業種は、自社のオリジナル商品を製造・販売しており、おおむね中年齢の女性を主要なター
ゲットとしている会社を想定する。
[例]食品製造業（洋菓子店、和菓子店 等 ）、製造小売業（雑貨製造小売、家具製造小売
等 ）など
②アイデア発想ワークショップ
自社の強みを活かしながらも新たなアイデアを取り入れた顧客から支持される商品やサービス
を開発したいと考える事業者。
業種は、自社のオリジナル商品やサービスを製造・販売している企業。もしくは仕入れた商品を
独自の方法（サービスで付加価値をつけて）で消費者に提供したいと考える企業。
[例]食品製造業（洋菓子店、和菓子店 等 ）、製造業（家具製造業、印刷業、プラスチック製
品製造業 等 ）、情報サービス業、卸売業、宿泊業、飲食店、教育・学習支援業、専門・技術
サービス業、生活関連サービス業（浴場業、旅行業 等 ）など
③新商品・サービス開発・ブランド力強化ハンズオン
マーケティングの手法を使い専門家の支援を受けながら新しい商品やサービスの開発やブラン
ド力を強化したい事業者。
業種は②と同等を想定。

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

 売上の伸び悩みや競争の激化により、新たな商品開発や事業展開を模索したいと考える事
業者は多いが、事業者目線でのサービス開発にとどまっていたり、自社や他社の似たような商
品・サービスの焼き直しに見えたりするなどの理由で、消費者の興味や感心を得られず集客や
売上の確保に苦戦している事業者が少なくない。どうしたら顧客に支持される画期的な商品が
開発できるのか、またどのようにサービスをアレンジしたら顧客の満足度を高めリピート率を向上
させられるのかを探るために、これまでにない方法を試したり、社外の意見を拝聴するなどして、
ヒントを得たい事業者は多いと考えられる。

想定する実施期間 31 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
 また、別紙にて計画を提出すること



４－２．地域活性化事業 事業調書【変更前】 池田商工会議所 （担当者：岩尾）

事業名 デザイン思考・マーケティングを活用した地域中小企業支援事業 新規/継続 継続

○

○

○

これまでの
取組状況
※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

令和元年の6月から１１月にかけて複数のワークショップ、ハンズオン支援を実施した。
①ビジネスモデル可視化ワークショップ（計画１６社、実績1４社、全参加者17名）
ビジネスモデルキャンパスを使ったビジネスモデルの可視化方法を、モデル企業のケースを使
いグループワークにて実施した。
②デザイン思考による商品開発体験ワークショップ（計画15社、全参加者21名）
デザイン思考の商品開発の概要を３時間にて体験できるワークショップを開催した。中小企業
診断士を講師に迎え、４つのグループに各々ファシリテーターをつけて実施、モデルケースを使
いフレームワークに沿ってアイデアを追加する形をとることで、完全にオリジナルの発想ではない
が、短時間で学習いただくことを可能とした。
③商品ブラッシュアップのためのグループインタビュー（計画5社、実績５社、５名）
マーケティング会社にてモデレーターの経験のある中小企業診断士をファシリテーターに迎え、
１社につき20分×５社にて商品を次々に消費者に評価いただくグループインタビューを実施し
た。インタビューの様子を経営者がリアルタイムにモニターにて観察できるよう工夫した。
④デザイン思考を使った新商品開発支援（計画３社、実績３社、10名）
１社につき、2.5時間×3日間をかけて、企業の商品やサービスの改善をテーマに当該企業にて

ワークショップを実施した。

反省点

 グループインタビューについては、エンドユーザーの声をダイレクトに聞けるということで受講者
からの評価が非常に高かったが、予算の関係上インタビューイに経営者の知人を連れていきて
ただく形となり、評価の客観性に若干の懸念が残ったこと、事業者ごとのターゲット層にあった
ユーザーを選別できなかった。これを受けて、令和２年度の計画においては事前に参加企業の
ターゲット層（ペルソナ）を明らかにし、各参加企業がターゲット層に合致するインタビューイを公
募したい。そのような理由から平成３１年度の人材交流型から令和２年度は独自提案型での提
案に変更をしている。
 また事業全体を実施して、ユーザーから直接意見を聞けるような施策は、経営者にとってもわ
かりやすいが、反面自分自身で紙上で分析を行ったり、ユーザーを想定したアイデア出しについ
ては、すぐにペンが進まないようなところもみられ、デザイン思考の手法については可能性を感じ
るものの、事業者がより実施、理解しやすくなるような工夫が必要と感じた。これを受けて、令和
２年度の計画ではアイデア出しやプロトタイプの作成のシーンにペン以外の手を動かせるツール
を活用し、より想像力や手を動かすことによる考える力の発揮を体感していただけるよう改善を
行っている。
 さらに、現場に寄り添った実践的な支援を行うためにマーケティングの手法を活用したハンズ
オン支援の計画を盛り込んだ。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこで・
何を・
どのよう
にする
のかを
明確に)

人材育成型

■実施時期：令和２年4月～令和３年1月の期間に実施予定
■会場：①②池田商工会議所 ③対象企業もしくは池田商工会議所
【独自提案型】
①商品ブラッシュアップのためのグループインタビュー（3.５H×１回 対象５社）

自社の商品を客観的に評価してもらいたい５社を対象とする。５社の商品に対し順にインタ
ビューを実施しそれぞれの商品を評価する。マーケティング会社にてグループインタビューの知
見と経験を持つ中小企業診断士がモデレーターを務める。
【人材交流型】
②アイデア発想ワークショップ（3H×１回 対象１６社）

デザイン思考はユーザー中心の商品開発を行うのに有効な手法と評価されている。その本質
は、①手を動かして考える②五感を活用して統合する③ユーザーの課題に着目して解決する、
という３点である。この３点を紙粘土やブロックなど“手を動かして可視化するツール”とビジネス
モデルキャンバスやバリュープロポジションキャンバスなどの“言語化して可視化するツール”の
双方を使い体感する。同時に新たな商品開発のアイデアと顧客価値の確認方法を習得する。
【ハンズオン型】
③新商品・サービス開発・ブランド力強化個社支援（２H×４回×５社）
３C,4P,セグメンテーション、ポジショニングなどのマーケティング手法を使った、新商品やサービ
ス開発、ブランド力強化の個店支援を行う。専門家（中小企業診断士等）がグループ（3名程
度）にて個店から現状のヒアリング、分析を行い、経営者と一緒に新商品・サービスの開発、ブ
ランディングを行う。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型



４－２．地域活性化事業 事業調書【変更前】 池田商工会議所 （担当者：岩尾）

事業名 デザイン思考・マーケティングを活用した地域中小企業支援事業 新規/継続 継続

○ (a)府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

社

社

社

70%

支援対象企業の
変化②

【人材交流型】②アイデア発想ワークショップ
手を動かして可視化するツールと言語化して可視化するツールを組み合わせて活用すること
で、今までになかった商品開発のヒントを得ならがらデザイン思考の本質について理解すること
ができる。また新たな商品アイデアが顧客にとってどのような価値を充足するかを評価する方法
を習得することができる。

指標
新たな商品開発の発想や、ユーザー中心の商品開発

方法について気づきを得られた事業者
数値目標 70%

その他目標値

目標値の内容⇒

事
業
の
目
標

支援対象企業数①

設定根拠及び
募集方法⇒

【人材交流型】①商品ブラッシュアップのためのグループインタビュー
平成３１年度デザイン思考を活用した地域中小企業支援事業で実施したグ
ループインタビューの募集や実施において適切な企業数であったため、同
数の企業数を設定。
池田商工会議所会報誌及びホームページ、経営指導員の巡回・窓口相談
を通して本支援の案内を行うとともに、令和２年秋頃に実施計画中の販路
開拓イベントに参加を希望する事業者に参加を促す。5

支援対象企業数②

支援対象企業の
変化①

【独自提案型】①商品ブラッシュアップのためのグループインタビュー
自社の既存商品もしくは新商品についてターゲットユーザー層の意見を聞くことで、それまで気
づかなかった顧客目線での改善点や意外なニーズに気づくことができる。

指標 商品やサービス改善のヒントを得られた事業者 数値目標 80%

設定根拠及び
募集方法⇒

【人材交流型】②アイデア発想ワークショップ
平成３１年度デザイン思考を活用した地域中小企業支援事業で実施した
商品開発ワークショップの参加企業数、およびファシリテーションの許容体
制に基づき設定。
池田商工会議所会報誌及びホームページ、経営指導員の巡回・窓口相談
を通して本支援の案内を行うとともに、令和２年秋頃に実施計画中の販路
開拓イベントに参加を希望する事業者に参加を促す。16

支援対象企業数③

設定根拠及び
募集方法⇒

【ハンズオン】③新商品・サービス開発個社支援
平成30年の地域ブランドの強化支援事業における重点支援事業者数の実
績および専門家とのマッチングの実現性可能性を鑑みて設定。
池田商工会議所会報誌及びホームページ、経営指導員の巡回・窓口相談
を通して本支援の案内を行うとともに、令和２年秋頃に実施計画中の販路
開拓イベントに参加を希望する事業者に参加を促す。5

支援対象企業の
変化③

【ハンズオン】③新商品・サービス開発個社支援
マーケティングやデザイン思考等の考え方をベースにした新商品やサービス開発や商品改善、
ブランディングを専門家と一緒に取り組むことで、継続的な商品の改良やブランド力を強化する
手法を身につけることができる。

指標
マーケティングの手法を用いて、継続的に商品の開発や改
善、ブランド強化を行っていきたいと考える事業者

数値目標

事業手法
（該当する場合は
○印と下欄に
その根拠）

(a)府施策連携商14番【デザイン、マーケティング、コンテンツ等の活用による、地域中小企業
支援事業】
大阪府商工労働部中小企業支援室商業・サービス産業課と連携・協議のもと、「大阪府デザイ
ンセンター」の制度の紹介を行うなどして事業を進める。また、募集にあたっての広報連携も行
う。
(d)継続的な支援を行い、相談事業との相乗効果を図りカルテ化につなげる。カルテ化目標
70％。



４－２．地域活性化事業 事業調書【変更前】 池田商工会議所 （担当者：岩尾）

事業名 デザイン思考・マーケティングを活用した地域中小企業支援事業 新規/継続 継続

① 円 × × ＝ 円

② 円 × × ＝ 円

③ 円 × × ＝ 円

＝ 円

（小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円）  

代

円

円

円

円

円

※別添で補足する内容があれば添付してください。

【備考】

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算定基準
（行が足りない場合は、⇒

の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費

50,500

1,403,900 1.00 1,403,900

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核団体ま
たはﾋｱﾘﾝｸﾞで説明する代

表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

②受益者負担 負担金の積算

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

1,403,900

1,403,900

646,400

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

1.00 505,000

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

101,000 5

5 1.00 252,500

40,400 16 1.00
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４－２．地域活性化事業 事業調書【変更後】 池田商工会議所 （担当者：岩尾）

事業名 デザイン思考・マーケティングを活用した地域中小企業支援事業 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのような

状態にしたいか）

近年、日本国内の人口は減少のフェーズに入り今後国内の市場規模が小さくなる一方であるこ
とに加え、情報化社会の進展により特徴のないありふれた商品やサービスについては価格競争
力の高い大手の一人勝ちとなりつつある。
地域の小規模事業者がこの先も事業を継続し存続し続けるためには今のままの経営を行って
いるだけでは成り立たず、自社の強みとターゲットとなる顧客をしっかり見極め“モノ”消費から“コ
ト”消費へと遷移しつつある消費者ニーズへの対応と、狙った消費者にピンポイントに必要とされ
る商品特性を知っていただくための情報提供策を講じる必要がある。
そこで本事業では、自社の強みや他社との差別化にフォーカスするマーケティングの手法と、
顧客の問題に着目したデザイン思考の考え方を取り入れたワークショップや個社支援を通して、
“このお店のコレが欲しい！”と指名買いされる商品やサービスの開発や既存商品の改良、顧客
に届けるための発信力を身につけていくことを目的とする。

支援する対象
（業種・事業所数等）

①商品ブラッシュアップのためのグループインタビュー
自社の既存商品もしくは新商品について、実際に顧客目線での客観的な評価を行い、市場の
受容性を確認すると共にターゲット・品質・価格・販売促進法などの見直しにつなげたい企業。
業種は、自社のオリジナル商品を製造・販売しており、おおむね中年齢の女性を主要なター
ゲットとしている会社を想定する。
[例]食品製造業（洋菓子店、和菓子店 等 ）、製造小売業（雑貨製造小売、家具製造小売
等 ）など
②アイデア発想ワークショップ
自社の強みを活かしながらも新たなアイデアを取り入れた顧客から支持される商品やサービス
を開発したいと考える事業者。
業種は、自社のオリジナル商品やサービスを製造・販売している企業。もしくは仕入れた商品を
独自の方法（サービスで付加価値をつけて）で消費者に提供したいと考える企業。
[例]食品製造業（洋菓子店、和菓子店 等 ）、製造業（家具製造業、印刷業、プラスチック製
品製造業 等 ）、情報サービス業、卸売業、宿泊業、飲食店、教育・学習支援業、専門・技術
サービス業、生活関連サービス業（浴場業、旅行業 等 ）など
③新商品・サービス開発・ブランド力強化ハンズオン
マーケティングの手法を使い専門家の支援を受けながら新しい商品やサービスの開発やブラン
ド力を強化したい事業者。
業種は②と同等を想定。

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

 売上の伸び悩みや競争の激化により、新たな商品開発や事業展開を模索したいと考える事
業者は多いが、事業者目線でのサービス開発にとどまっていたり、自社や他社の似たような商
品・サービスの焼き直しに見えたりするなどの理由で、消費者の興味や感心を得られず集客や
売上の確保に苦戦している事業者が少なくない。どうしたら顧客に支持される画期的な商品が
開発できるのか、またどのようにサービスをアレンジしたら顧客の満足度を高めリピート率を向上
させられるのかを探るために、これまでにない方法を試したり、社外の意見を拝聴するなどして、
ヒントを得たい事業者は多いと考えられる。

想定する実施期間 31 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
 また、別紙にて計画を提出すること



４－２．地域活性化事業 事業調書【変更後】 池田商工会議所 （担当者：岩尾）

事業名 デザイン思考・マーケティングを活用した地域中小企業支援事業 新規/継続 継続

○

○

○

これまでの
取組状況
※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

令和元年の6月から１１月にかけて複数のワークショップ、ハンズオン支援を実施した。
①ビジネスモデル可視化ワークショップ（計画１６社、実績1４社、全参加者17名）
ビジネスモデルキャンパスを使ったビジネスモデルの可視化方法を、モデル企業のケースを使
いグループワークにて実施した。
②デザイン思考による商品開発体験ワークショップ（計画15社、全参加者21名）
デザイン思考の商品開発の概要を３時間にて体験できるワークショップを開催した。中小企業
診断士を講師に迎え、４つのグループに各々ファシリテーターをつけて実施、モデルケースを使
いフレームワークに沿ってアイデアを追加する形をとることで、完全にオリジナルの発想ではない
が、短時間で学習いただくことを可能とした。
③商品ブラッシュアップのためのグループインタビュー（計画5社、実績５社、５名）
マーケティング会社にてモデレーターの経験のある中小企業診断士をファシリテーターに迎え、
１社につき20分×５社にて商品を次々に消費者に評価いただくグループインタビューを実施し
た。インタビューの様子を経営者がリアルタイムにモニターにて観察できるよう工夫した。
④デザイン思考を使った新商品開発支援（計画３社、実績３社、10名）
１社につき、2.5時間×3日間をかけて、企業の商品やサービスの改善をテーマに当該企業にて
ワークショップを実施した。

反省点

 グループインタビューについては、エンドユーザーの声をダイレクトに聞けるということで受講者
からの評価が非常に高かったが、予算の関係上インタビューイに経営者の知人を連れていきて
ただく形となり、評価の客観性に若干の懸念が残ったこと、事業者ごとのターゲット層にあった
ユーザーを選別できなかった。これを受けて、令和２年度の計画においては事前に参加企業の
ターゲット層（ペルソナ）を明らかにし、各参加企業がターゲット層に合致するインタビューイを公
募したい。そのような理由から平成３１年度の人材交流型から令和２年度は独自提案型での提
案に変更をしている。
 また事業全体を実施して、ユーザーから直接意見を聞けるような施策は、経営者にとってもわ
かりやすいが、反面自分自身で紙上で分析を行ったり、ユーザーを想定したアイデア出しについ
ては、すぐにペンが進まないようなところもみられ、デザイン思考の手法については可能性を感じ
るものの、事業者がより実施、理解しやすくなるような工夫が必要と感じた。これを受けて、令和
２年度の計画ではアイデア出しやプロトタイプの作成のシーンにペン以外の手を動かせるツール
を活用し、より想像力や手を動かすことによる考える力の発揮を体感していただけるよう改善を
行っている。
 さらに、現場に寄り添った実践的な支援を行うためにマーケティングの手法を活用したハンズ
オン支援の計画を盛り込んだ。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこで・
何を・
どのよう
にする
のかを
明確に)

人材育成型

■実施時期：令和２年4月～令和３年1月の期間に実施予定
■会場：①②池田商工会議所 ③対象企業もしくは池田商工会議所
【独自提案型】
①商品ブラッシュアップのためのグループインタビュー（3.５H×１回 対象５社）

自社の商品を客観的に評価してもらいたい５社を対象とする。５社の商品に対し順にインタ
ビューを実施しそれぞれの商品を評価する。マーケティング会社にてグループインタビューの知
見と経験を持つ中小企業診断士がモデレーターを務める。新型コロナウイルス感染症防止対
策のため状況によってWEB形式のグループインタビューとする場合がある。
【人材交流型】
②アイデア発想ワークショップ（3H×１回 対象８社）

デザイン思考はユーザー中心の商品開発を行うのに有効な手法と評価されている。その本質
は、①手を動かして考える②五感を活用して統合する③ユーザーの課題に着目して解決する、
という３点である。この３点を紙粘土やブロックなど“手を動かして可視化するツール”とビジネス
モデルキャンバスやバリュープロポジションキャンバスなどの“言語化して可視化するツール”の
双方を使い体感する。同時に新たな商品開発のアイデアと顧客価値の確認方法を習得する。
新型コロナウイルス感染症防止対策のため状況によってWEB形式のワークショップとする場合
がある。
【ハンズオン型】
③新商品・サービス開発・ブランド力強化個社支援（２H×４回×５社）
３C,4P,セグメンテーション、ポジショニングなどのマーケティング手法を使った、新商品やサービ
ス開発、ブランド力強化の個店支援を行う。専門家（中小企業診断士等）がグループ（3名程
度）にて個店から現状のヒアリング、分析を行い、経営者と一緒に新商品・サービスの開発、ブ
ランディングを行う。新型コロナウイルス感染症防止対策のため状況によってWEB形式の個社
支援とする場合がある。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型



４－２．地域活性化事業 事業調書【変更後】 池田商工会議所 （担当者：岩尾）

事業名 デザイン思考・マーケティングを活用した地域中小企業支援事業 新規/継続 継続

○ (a)府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

社

社

社

70%

支援対象企業の
変化②

【人材交流型】②アイデア発想ワークショップ
手を動かして可視化するツールと言語化して可視化するツールを組み合わせて活用すること
で、今までになかった商品開発のヒントを得ならがらデザイン思考の本質について理解すること
ができる。また新たな商品アイデアが顧客にとってどのような価値を充足するかを評価する方法
を習得することができる。

指標
新たな商品開発の発想や、ユーザー中心の商品開発

方法について気づきを得られた事業者
数値目標 70%

その他目標値

目標値の内容⇒

事
業
の
目
標

支援対象企業数①

設定根拠及び
募集方法⇒

【人材交流型】①商品ブラッシュアップのためのグループインタビュー
平成３１年度デザイン思考を活用した地域中小企業支援事業で実施したグ
ループインタビューの募集や実施において適切な企業数であったため、同
数の企業数を設定。
池田商工会議所会報誌及びホームページ、経営指導員の巡回・窓口相談
を通して本支援の案内を行うとともに、令和２年秋頃に実施計画中の販路
開拓イベントに参加を希望する事業者に参加を促す。5

支援対象企業数②

支援対象企業の
変化①

【独自提案型】①商品ブラッシュアップのためのグループインタビュー
自社の既存商品もしくは新商品についてターゲットユーザー層の意見を聞くことで、それまで気
づかなかった顧客目線での改善点や意外なニーズに気づくことができる。

指標 商品やサービス改善のヒントを得られた事業者 数値目標 80%

設定根拠及び
募集方法⇒

【人材交流型】②アイデア発想ワークショップ
平成３１年度デザイン思考を活用した地域中小企業支援事業で実施した
商品開発ワークショップの参加企業数およびファシリテーションの許容体
制、人材交流型によるWEBワークショップでの対応可能数を考慮し設定。
池田商工会議所会報誌及びホームページ、経営指導員の巡回・窓口相談
を通して本支援の案内を行うとともに、令和２年秋頃に実施計画中の販路
開拓イベントに参加を希望する事業者に参加を促す。8

支援対象企業数③

設定根拠及び
募集方法⇒

【ハンズオン】③新商品・サービス開発個社支援
平成30年の地域ブランドの強化支援事業における重点支援事業者数の実
績および専門家とのマッチングの実現性可能性を鑑みて設定。
池田商工会議所会報誌及びホームページ、経営指導員の巡回・窓口相談
を通して本支援の案内を行うとともに、令和２年秋頃に実施計画中の販路
開拓イベントに参加を希望する事業者に参加を促す。5

支援対象企業の
変化③

【ハンズオン】③新商品・サービス開発個社支援
マーケティングやデザイン思考等の考え方をベースにした新商品やサービス開発や商品改善、
ブランディングを専門家と一緒に取り組むことで、継続的な商品の改良やブランド力を強化する
手法を身につけることができる。

指標
マーケティングの手法を用いて、継続的に商品の開発や改
善、ブランド強化を行っていきたいと考える事業者

数値目標

事業手法
（該当する場合は
○印と下欄に
その根拠）

(a)府施策連携商14番【デザイン、マーケティング、コンテンツ等の活用による、地域中小企業
支援事業】
大阪府商工労働部中小企業支援室商業・サービス産業課と連携・協議のもと、「大阪府デザイ
ンセンター」の制度の紹介を行うなどして事業を進める。また、募集にあたっての広報連携も行
う。
(d)継続的な支援を行い、相談事業との相乗効果を図りカルテ化につなげる。カルテ化目標
70％。



４－２．地域活性化事業 事業調書【変更後】 池田商工会議所 （担当者：岩尾）

事業名 デザイン思考・マーケティングを活用した地域中小企業支援事業 新規/継続 継続

① 円 × × ＝ 円

② 円 × × ＝ 円

③ 円 × × ＝ 円

＝ 円

（小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円）  

代

円

円

円

円

円

※別添で補足する内容があれば添付してください。

【備考】

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算定基準
（行が足りない場合は、⇒

の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費

50,500

1,080,700 1.00 1,080,700

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核団体ま
たはﾋｱﾘﾝｸﾞで説明する代

表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

②受益者負担 負担金の積算

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

1,080,700

1,080,700

323,200

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

1.00 505,000

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

101,000 5

5 1.00 252,500

40,400 8 1.00



0.0%
【参 考】
参加者数

 

理   由

【変更の経過と理由】
新型コロナウイルス感染症のリスクを伴うことからから講師及び参加事業者の安全を配慮
し、状況によってはWEB型開催に変更する。
②アイデア発想ワークショップ
新型コロナウイルス感染防止及び運営面の観点から参加人数の縮小を行っている。

【支援効果】
受講者や講師等の新型コロナウイルス感染症の感染リスクを抑えながら支援を提供するこ
とができる。支援人数を変更することでオンライン上でも円滑な交流が期待でき、集合型
と同水準の支援レベルを保持する。

小規模事業経営支援事業 地域活性化事業 変更理由書

池田商工会議所

事業名 デザイン思考・マーケティングを活用した地域中小企業支援事業

計画に対する
実績（数値）

支援企業
数(計画)

18
支援企業
数(実績)

支援
実績率



R

○

○

○ (a)府施策連携 (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

社

社

事
業
の
目
標

支援対象企業数①

設定根拠及び
募集方法⇒

大阪府商工会連合会が実施しているＢＣＰ事業により支援を行ってきた中
小企業１０社に対する働きかけ。巡回・会報・ＳＮＳによる広報。

20

支援対象企業の
変化③

災害が企業経営に与えるリスクを知ることで、災害に対する意識を高め、BCP策定の必要性を
理解する。

支援対象企業数①

設定根拠及び
募集方法⇒

大阪府商工会連合会が実施しているＢＣＰ事業にて支援を行ってきた中
小企業数１０社に対する働きかけ。巡回・会報・ＳＮＳによる広報。

2

支援対象企業の
変化③

BCP策定を通して、災害発生後の初動対応、事業早期復旧に向けた重要業務の把握、実施
体制の構築について理解する。

指標 事業継続力強化計画等策定事業者数 数値目標 22社

その他目標値

目標値の内容⇒

これまでの
取組状況
※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

反省点

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこで・
何を・
どのよう
にする
のかを
明確に)

人材育成型
＜人材交流型＞ＢＣＰワークショップ開催
グループワークのシミュレーション形式の体験講座、ＢＣＰ策定の必要性について説明、策定を
支援する。
[内容］経営者の災害対応への意識改革を促す。災害は起きないではなく、起きるものだという
意識を持ち、事業の早期復旧に向けたBCP策定について学ぶ。
①有事対応シミュレーション体験、②演習とグループ討議、③ＢＣＰコア部分の策定
＜ハンズオン支援＞BCP策定に取り組みたい企業に対し、個別フォロー（２回程度）を行い、Ｂ
ＣＰを完成させる。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は
○印と下欄に
その根拠）

（a)府施策連携商9番 BCPの普及促進について連携する。（C)セミナー内容と広報について
相談連携を図る。（d）継続的な支援を行い、相談事業との相乗効果を図る。カルテ化する目
標50％

４－２．地域活性化事業 事業調書【変更前】 池田商工会議所 （担当者：岩尾）

事業名 ＢＣＰ普及啓発事業 新規/継続 新規

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのような

状態にしたいか）

中小企業には事故や自然災害等によって事業の継続が危ぶまれる「リスク」が存在している。
こうした危機が「もしも」発生したら、従業員の安全確保・安否確認や二次災害の防止といった
初期対応のみならず、重要な中核事業を中断させない、万一中断してもできるだけ短時間で
復旧させる手段（ＢＣＰ）を策定しておくことが重要である。本支援により、中小企業者の事故や
自然災害への意識を高め、事業を早期復旧、継続させるにはＢＣＰが必要であることを理解さ
せることを目的とする。

支援する対象
（業種・事業所数等）

常態化けする自然災害等に備えて対策を見直さなければならない中小企業の経営者または
経営者に準じる経営判断のできる方。災害に対する備えを整えたいと考えているが、取り組む
内容がわからない経営者または経営者に準じる経営判断のできる方。

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

本市においても大阪北部地震、台風２１号等未曾有の災害により、管内における中小企業の
防災・事業継続に向けた関心は高まっていると思われる。

想定する実施期間 2 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
 また、別紙にて計画を提出すること



４－２．地域活性化事業 事業調書【変更前】 池田商工会議所 （担当者：岩尾）

事業名 ＢＣＰ普及啓発事業 新規/継続 新規

① 円 × × ＝ 円

② 円 × × ＝ 円

＝ 円

（小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円）  

代

円

円

円

円

円

【備考】

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

606,000 1.00 606,000

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核団体
またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説明する

代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

②受益者負担 負担金の積算

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

係数 標準事業費

20,200 20 1.00 404,000

算定基準
（行が足りない場合は、⇒

の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数

606,000

101,000 2 1.00 202,000

606,000



R

○

○

○ (a)府施策連携 (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

社

社

事
業
の
目
標

支援対象企業数①

設定根拠及び
募集方法⇒

大阪府商工会連合会が実施しているＢＣＰ事業により支援を行ってきた中
小企業１０社に対する働きかけ。巡回・会報・ＳＮＳによる広報。

20

支援対象企業の
変化③

災害が企業経営に与えるリスクを知ることで、災害に対する意識を高め、BCP策定の必要性を
理解する。

支援対象企業数①

設定根拠及び
募集方法⇒

大阪府商工会連合会が実施しているＢＣＰ事業にて支援を行ってきた中小
企業数１０社に対する働きかけ。巡回・会報・ＳＮＳによる広報。

2

支援対象企業の
変化③

BCP策定を通して、災害発生後の初動対応、事業早期復旧に向けた重要業務の把握、実施
体制の構築について理解する。

指標 事業継続力強化計画等策定事業者数 数値目標 22社

その他目標値
目標値の内容⇒

これまでの
取組状況
※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

反省点

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこで・
何を・
どのよう
にする
のかを
明確に)

人材育成型
＜人材育成型＞ＢＣＰセミナー開催
座学でのシミュレーション形式の体験講座、ＢＣＰ策定の必要性について説明、策定を支援す
る。
[内容］経営者の災害対応への意識改革を促す。災害は起きないではなく、起きるものだという
意識を持ち、事業の早期復旧に向けたBCP策定について学ぶ。新型コロナウイルス感染症防
止対策のため状況によってWEB形式のセミナーとする場合がある。
①有事対応シミュレーション体験
②演習とグループ討議
③ＢＣＰコア部分の策定
＜ハンズオン支援＞BCP策定に取り組みたい企業に対し、個別フォロー（２回程度）を行い、ＢＣ
Ｐを完成させる。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は
○印と下欄に
その根拠）

（a)府施策連携商9番 BCPの普及促進について連携する。（C)セミナー内容と広報について相
談連携を図る。（d）継続的な支援を行い、相談事業との相乗効果を図る。カルテ化する目標
50％

４－２．地域活性化事業 事業調書【変更後】 池田商工会議所 （担当者：岩尾）

事業名 ＢＣＰ普及啓発事業 新規/継続 新規

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのような

状態にしたいか）

中小企業には事故や自然災害等によって事業の継続が危ぶまれる「リスク」が存在している。こ
うした危機が「もしも」発生したら、従業員の安全確保・安否確認や二次災害の防止といった初
期対応のみならず、重要な中核事業を中断させない、万一中断してもできるだけ短時間で復
旧させる手段（ＢＣＰ）を策定しておくことが重要である。本支援により、中小企業者の事故や自
然災害への意識を高め、事業を早期復旧、継続させるにはＢＣＰが必要であることを理解させ
ることを目的とする。

支援する対象
（業種・事業所数等）

常態化けする自然災害等に備えて対策を見直さなければならない中小企業の経営者または
経営者に準じる経営判断のできる方。災害に対する備えを整えたいと考えているが、取り組む
内容がわからない経営者または経営者に準じる経営判断のできる方。

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

本市においても大阪北部地震、台風２１号等未曾有の災害により、管内における中小企業の
防災・事業継続に向けた関心は高まっていると思われる。

想定する実施期間 2 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
 また、別紙にて計画を提出すること



４－２．地域活性化事業 事業調書【変更後】 池田商工会議所 （担当者：岩尾）

事業名 ＢＣＰ普及啓発事業 新規/継続 新規

① 円 × × ＝ 円

② 円 × × ＝ 円

＝ 円

（小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円）  

代

円

円

円

円

円

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

606,000 1.00 606,000

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核団体ま
たはﾋｱﾘﾝｸﾞで説明する代

表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠

②受益者負担 負担金の積算

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

係数 標準事業費

20,200 20 1.00 404,000

算定基準
（行が足りない場合は、⇒

の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数

606,000

101,000 2 1.00 202,000

606,000



0.0%
【参 考】
参加者数

 

理   由

【変更の経過と理由】
会場集合型の勉強会では感染予防措置を充分に行っていたとしても新型コロナウイルス感
染症のリスクを伴うことからから参加事業者の安全を配慮し、状況によってはWEB型開
催に変更する。

【支援効果】
状況によって会場集合型をWEB型に切り替えることで、自宅等でセミナー等を受講でき
るようになり、受講者や講師等の新型コロナウイルス感染症の感染リスクを抑えながら支
援を提供することができる。また、今回の新型コロナウイス感染症の影響により、これま
で以上にBCP等策定への経営者の意識が高まったと推測されるため、支援手法をWEB型
に変更しても指標・数値目標は維持できるものと思われる。

小規模事業経営支援事業 地域活性化事業 変更理由書

池田商工会議所

事業名 ＢＣＰ普及啓発事業

計画に対する
実績（数値）

支援企業
数(計画)

20
支援企業
数(実績)

支援
実績率



これまでの
取組状況
※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

R元年度は4月9日（火）～19日（金）に全3回で人材育成型「初めてでも安心 経営計画作成セ
ミナー」を実施し、10名募集のところ21名の申込、20名の参加があった。また9月4日（水）～
10月30日（水）に全5回で人材交流型「経営革新塾2019」を実施し、10名募集のところ12名
の申込、11名の参加があった。うち2名が現在、経営革新申請に向け取組みを進めており、ハ
ンズオン支援等を実施中である。経営革新塾の受講者からは、「現状把握と課題の抽出、解決
への取組み手順の考え方を理解することができた」「経営革新計画の作成法が具体的でよかっ
た」等、満足度の高い意見が寄せられた。

反省点

H30年度より本事業を広域連携としたことで目標の参加者数を確保できているが、年々申込数
は減少傾向にある。現状を打開するためには、事業計画作成に関心が無い層でも経営革新制
度に魅力を感じられるような事業を実施する必要がある。
また過去に承認された企業に対してはこれまでカルテ化による個別支援を実施してきたが、承
認企業同士の交流の場が欲しいとの声が事業者よりあがった。そのニーズに対応すべく、承認
企業が次のステージへステップアップするきっかけとしての交流会を設ける必要がある。

４－２．地域活性化事業 事業調書【変更前】 池田商工会議所 （担当者：多田）

事業名 経営革新支援事業 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのような

状態にしたいか）

近年の人口減少、デジタル化、グローバル化など社会全体の外部環境の変化、あるいは事業
承継など会社の内部環境の変化に対応し、地域の中小企業が存続していくには、経営者や後
継者が主体的に会社の進むべき方向性を模索し、イノベーションや新商品・新サービスのプラ
ンを含む経営戦略を立案・実行することが必要不可欠であるといえる。
本事業では、新しい取組みには意欲的ながらも、事業計画の重要性に気付けていない層に経
営革新計画制度の存在を認知させ関心を与える、企業掘り起こしに重点をおいたアプローチ
と、意欲の高い事業者への本格的な経営革新申請に向けた計画作成支援を実施する。また
経営革新承認企業が円滑な計画実行、あるいは更なる新規事業展開に着手するきっかけを
与える場を提供し、それぞれステージの違う企業へ適切な支援を実施することで、管内および
その周辺地域の企業成長を推進する。

支援する対象
（業種・事業所数等）

＜人材育成型＞池田市とその周辺地域で新事業展開には意欲的だが、経営革新の制度につ
いて知らず、必要性に気付けていない小規模事業者
＜人材交流型①＞池田市とその周辺地域で経営計画作成意欲が高く、計画作成のノウハウ等
を学びたいと考えている小規模事業者
＜人材交流型②＞池田市とその周辺地域で過去に経営革新承認経験があり、更なる経営課
題の解決や新事業展開を考えている小規模事業者
＜ハンズオン型＞池田市とその周辺地域で経営革新計画申請を希望する小規模事業者

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

当所の支援による経営革新計画承認件数は1件（H27）、2件（H28）、3件（H29）、2件（H30）、
R元年度は12月時点で申請予定者が2件と、経営革新計画策定・申請のニーズは一定規模あ
るといえ、今後も本事業を継続することで着実に承認企業を増やしていく予定である。

想定する実施期間 H27 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
 また、別紙にて計画を提出すること



４－２．地域活性化事業 事業調書【変更前】 池田商工会議所 （担当者：多田）

事業名 経営革新支援事業 新規/継続 継続

○

○

○

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携 (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

社

社

①
【経営革新セミナー】
支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

【人材育成型】
R元年度本事業の参加者数に基づき設定。池田商工会議所会報誌及び
ホームページ、経営指導員の巡回・窓口相談を通して本支援の案内を行
う。25

支援対象企業の
変化

支援対象企業の
変化

参加企業が経営革新塾を受講することで経営革新計画の申請が自社の成長に必要なステッ
プであると認識できる。また、経営革新計画申請の基礎となる経営計画書を作成できる。

指標 経営革新計画申請を希望する事業者数 数値目標 3社

参加者が経営計画作成の重要性に気付き、経営計画作成に意欲を持つ。

指標 計画的経営の重要性を認識した事業者の割合 数値目標 80%

②
【経営革新塾】
支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

【人材交流型①】
R元年度本事業の参加者数に基づき設定。池田・豊中商工会議所、豊能
町商工会会報誌、及び池田商工会議所ホームページ、経営指導員の巡
回・窓口相談を通して本支援の案内を行う。10

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこで・
何を・
どのよう
にする
のかを
明確に)

人材育成型

■実施時期：R2年5月～12月の期間に実施予定。
■会場：池田商工会議所
■事業内容：
１．経営革新セミナー＜人材育成型＞
新事業展開に関心のある事業者に対して、経営革新計画承認企業である講師を迎え、経営革
新制度の概要やメリットを知ってもらうためのセミナーを開催する。セミナーでは新事業を始める
にあたり経営計画を立てることの重要性や、経営革新制度の活用によって企業の信用度アップ
等さまざまな効果が見込めること等を理解してもらうとともに、計画作成の意欲促進を図り、後
述の経営革新塾参加者の掘り起こしを行う。（3H×2回）

２．経営革新塾 ＜人材交流型①＞
新事業実施にあたり事業計画作成を望んでいる方、後継者・幹部候補生として経営力強化を
図りたい方を対象に、経営革新計画の作成・承認に向けた経営革新塾を実施する。事業計画
の重要性を学ぶところから、分析手法の学習、事業コンセプトや事業フレームの検討など段階を
追って学習し、経営計画作成に必要な知識習得を促す。大阪府職員による経営革新制度の
説明、実際に経営革新計画の承認を受けた事業者との交流の場の提供、承認企業の事例紹
介等を通して、受講者に制度を身近に感じてもらい、計画承認が自社の成長に必要なステップ
であると認識してもらう。個別の経営計画についてはワークの時間を設け、講師のアドバイスや
他の受講者との共有の時間の中でブラッシュアップを図る。（2.5H×5回）

３．承認企業交流会 ＜人材交流型②＞
過去に本事業を受講して、あるいは独自で経営革新計画の承認を受けた企業を対象に、互い
を知り触発を受けることで更なる新事業に取り組むマインドを醸成する承認企業交流会を実施
する。ワークショップを実施し、経営者としてのスキルアップと受講者同士の意見交換を行うこと
で、新たな視点を見つけ、現在実行している経営革新計画の円滑な遂行や新たなビジネスプラ
ン発見のヒントを与える。（3H×1回）

４．集中個別支援 ＜ハンズオン型＞
経営革新塾終了後、経営革新計画申請に前向きに取り組む意欲のある企業に対し個別支援
を実施する。具体的な個別での計画作成支援や申請の手続きのフォローを実施し、大阪府の
申請前ヒアリングにも同行して承認に繋げる。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は
○印と下欄に
その根拠）

（a）府施策連携 商10番【経営革新の支援】
大阪府商工労働部中小企業支援室経営支援課と連携・協議のもと、経営革新計画の制度の
紹介を行うなどして事業を進める。また、募集にあたっての広報連携も行う。
（b）池田商工会議所が主幹となり、セミナーの企画・広報・運営を行う。広報・募集・フォロー等
の業務は豊中商工会議所・豊能町商工会と分担。
（d）継続的な支援を行い、相談事業との相乗効果を図る。カルテ化する目標50％



４－２．地域活性化事業 事業調書【変更前】 池田商工会議所 （担当者：多田）

事業名 経営革新支援事業 新規/継続 継続

社

社

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携 (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円）  

代

○ 円

円

円

円

円

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核団体ま
たはﾋｱﾘﾝｸﾞで説明する代

表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

池田商工会議所 1,434,200 池田商工会議所が主管として企画・広報・
運営を担当。豊中商工会議所・豊能町商
工会は広報、参加者発掘を担当。豊中商工会議所 80,800

豊能町商工会 80,800

算
定
基
準
に
より
算
出
さ
れ
る
額

算定基準
（行が足りない場合は、⇒

の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費

20,200

②受益者負担 負担金の積算
算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

1,595,800 1.00 1,595,800

その他目標値
目標値の内容⇒

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

1.00 282,800

101,000 1 1.00 101,000

40,400 7

1,595,800

1,595,800

25 1.20 606,000

40,400 10 1.50 606,000

支援対象企業の
変化

経営革新承認企業という地域の前向きな企業のネットワークを形成できる。互いの触発の中で
経営課題の解決や新事業展開のヒントが得られる。

指標 経営課題の解決や新事業展開の意欲が湧いた事業者の割合 数値目標 80%

④
【集中個別支援】
支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

【ハンズオン型】
R元年度の当事業支援数に基づき設定。経営革新塾受講者のうち、経営
革新申請に繋がりそうな事業者を選定する。

1

支援対象企業の
変化

自社の経営革新計画が作成できる。

指標 経営革新計画を申請する事業者数 数値目標 1社

事
業
の
目
標

③
【承認企業交流会】
支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

【人材交流型②】
本事業による承認企業を含む、当所管内の過去経営革新承認企業数に
基づき設定。池田・豊中商工会議所、豊能町商工会会報誌、及び池田商
工会議所ホームページ、大阪府HPに掲載されている承認企業へのDM等を
通して本支援の案内を行う。7



これまでの
取組状況
※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

R元年度は4月9日（火）～19日（金）に全3回で人材育成型「初めてでも安心 経営計画作成セ
ミナー」を実施し、10名募集のところ21名の申込、20名の参加があった。また9月4日（水）～
10月30日（水）に全5回で人材交流型「経営革新塾2019」を実施し、10名募集のところ12名
の申込、11名の参加があった。うち2名が現在、経営革新申請に向け取組みを進めており、ハ
ンズオン支援等を実施中である。経営革新塾の受講者からは、「現状把握と課題の抽出、解決
への取組み手順の考え方を理解することができた」「経営革新計画の作成法が具体的でよかっ
た」等、満足度の高い意見が寄せられた。

反省点

H30年度より本事業を広域連携としたことで目標の参加者数を確保できているが、年々申込数
は減少傾向にある。現状を打開するためには、事業計画作成に関心が無い層でも経営革新制
度に魅力を感じられるような事業を実施する必要がある。
また過去に承認された企業に対してはこれまでカルテ化による個別支援を実施してきたが、承
認企業同士の交流の場が欲しいとの声が事業者よりあがった。そのニーズに対応すべく、承認
企業が次のステージへステップアップするきっかけとしての交流会を設ける必要がある。

４－２．地域活性化事業 事業調書【変更後】 池田商工会議所 （担当者：多田）

事業名 経営革新支援事業 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのような

状態にしたいか）

近年の人口減少、デジタル化、グローバル化など社会全体の外部環境の変化、あるいは事業
承継など会社の内部環境の変化に対応し、地域の中小企業が存続していくには、経営者や後
継者が主体的に会社の進むべき方向性を模索し、イノベーションや新商品・新サービスのプラ
ンを含む経営戦略を立案・実行することが必要不可欠であるといえる。
本事業では、新しい取組みには意欲的ながらも、事業計画の重要性に気付けていない層に経
営革新計画制度の存在を認知させ関心を与える、企業掘り起こしに重点をおいたアプローチ
と、意欲の高い事業者への本格的な経営革新申請に向けた計画作成支援を実施する。また
経営革新承認企業が円滑な計画実行、あるいは更なる新規事業展開に着手するきっかけを
与える場を提供し、それぞれステージの違う企業へ適切な支援を実施することで、管内および
その周辺地域の企業成長を推進する。

支援する対象
（業種・事業所数等）

＜人材育成型＞池田市とその周辺地域で新事業展開には意欲的だが、経営革新の制度につ
いて知らず、必要性に気付けていない小規模事業者
＜人材交流型①＞池田市とその周辺地域で経営計画作成意欲が高く、計画作成のノウハウ等
を学びたいと考えている小規模事業者
＜人材交流型②＞池田市とその周辺地域で過去に経営革新承認経験があり、更なる経営課
題の解決や新事業展開を考えている小規模事業者
＜ハンズオン型＞池田市とその周辺地域で経営革新計画申請を希望する小規模事業者

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

当所の支援による経営革新計画承認件数は1件（H27）、2件（H28）、3件（H29）、2件（H30）、
R元年度は12月時点で申請予定者が2件と、経営革新計画策定・申請のニーズは一定規模あ
るといえ、今後も本事業を継続することで着実に承認企業を増やしていく予定である。

想定する実施期間 H27 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
 また、別紙にて計画を提出すること



４－２．地域活性化事業 事業調書【変更後】 池田商工会議所 （担当者：多田）

事業名 経営革新支援事業 新規/継続 継続

○

○

○

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携 (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

社

社

①
【経営革新セミナー】
支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

【人材育成型】
R元年度本事業の参加者数に基づき設定。池田商工会議所会報誌及び
ホームページ、経営指導員の巡回・窓口相談を通して本支援の案内を行
う。30

支援対象企業の
変化

支援対象企業の
変化

参加企業が経営革新塾を受講することで経営革新計画の申請が自社の成長に必要なステッ
プであると認識できる。また、経営革新計画申請の基礎となる経営計画書を作成できる。

指標 経営革新計画申請を希望する事業者数 数値目標 3社

参加者が経営計画作成の重要性に気付き、経営計画作成に意欲を持つ。

指標 計画的経営の重要性を認識した事業者の割合 数値目標 80%

②
【経営革新塾】
支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

【人材交流型①】
R元年度本事業の参加者数に基づき設定。池田・豊中商工会議所、豊能
町商工会会報誌、及び池田商工会議所ホームページ、経営指導員の巡
回・窓口相談を通して本支援の案内を行う。8

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこで・
何を・
どのよう
にする
のかを
明確に)

人材育成型

■実施時期：R2年7月～R3年3月の期間に実施予定。
■会場：池田商工会議所
■事業内容：
１．経営革新セミナー＜人材育成型＞
新事業展開に関心のある事業者に対して、経営革新計画承認企業である講師を迎え、経営革
新制度の概要やメリットを知ってもらうためのセミナーを開催する。セミナーでは新事業を始める
にあたり経営計画を立てることの重要性や、経営革新制度の活用によって企業の信用度アップ
等さまざまな効果が見込めること等を理解してもらうとともに、計画作成の意欲促進を図り、後
述の経営革新塾参加者の掘り起こしを行う。（3H×2回）新型コロナウイルス感染症防止対策の

ため状況によってWEB形式のセミナーとする場合がある。
２．経営革新塾 ＜人材交流型①＞
新事業実施にあたり事業計画作成を望んでいる方、後継者・幹部候補生として経営力強化を
図りたい方を対象に、経営革新計画の作成・承認に向けた経営革新塾を実施する。事業計画
の重要性を学ぶところから、分析手法の学習、事業コンセプトや事業フレームの検討など段階を
追って学習し、経営計画作成に必要な知識習得を促す。大阪府職員による経営革新制度の
説明、実際に経営革新計画の承認を受けた事業者との交流の場の提供、承認企業の事例紹
介等を通して、受講者に制度を身近に感じてもらい、計画承認が自社の成長に必要なステップ
であると認識してもらう。個別の経営計画についてはワークの時間を設け、講師のアドバイスや
他の受講者との共有の時間の中でブラッシュアップを図る。（2.5H×5回）新型コロナウイルス感

染症防止対策のため状況によってWEB形式の塾とする場合がある。
３．承認企業交流会 ＜人材交流型②＞
過去に本事業を受講して、あるいは独自で経営革新計画の承認を受けた企業を対象に、互い
を知り触発を受けることで更なる新事業に取り組むマインドを醸成する承認企業交流会を実施
する。ワークショップ等を実施し、経営者としてのスキルアップと受講者同士の意見交換を行うこ
とで、新たな視点を見つけ、現在実行している経営革新計画の円滑な遂行や新たなビジネスプ
ラン発見のヒントを与える。（3H×1回）新型コロナウイルス感染症防止対策のため状況によって

WEB形式の交流会とする場合がある。
４．集中個別支援 ＜ハンズオン型＞
経営革新塾終了後、経営革新計画申請に前向きに取り組む意欲のある企業に対し個別支援
を実施する。具体的な個別での計画作成支援や申請の手続きのフォローを実施し、大阪府の
申請前ヒアリングにも同行して承認に繋げる。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は
○印と下欄に
その根拠）

（a）府施策連携 商10番【経営革新の支援】
大阪府商工労働部中小企業支援室経営支援課と連携・協議のもと、経営革新計画の制度の
紹介を行うなどして事業を進める。また、募集にあたっての広報連携も行う。
（b）池田商工会議所が主幹となり、セミナーの企画・広報・運営を行う。広報・募集・フォロー等
の業務は豊中商工会議所・豊能町商工会と分担。
（d）継続的な支援を行い、相談事業との相乗効果を図る。カルテ化する目標50％



４－２．地域活性化事業 事業調書【変更後】 池田商工会議所 （担当者：多田）

事業名 経営革新支援事業 新規/継続 継続

社

社

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携 (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円）  

代

○ 円

円

円

円

円

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核団体ま
たはﾋｱﾘﾝｸﾞで説明する代

表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

池田商工会議所 1,434,200 池田商工会議所が主管として企画・広報・
運営を担当。豊中商工会議所・豊能町商
工会は広報、参加者発掘を担当。豊中商工会議所 80,800

豊能町商工会 80,800

算
定
基
準
に
より
算
出
さ
れ
る
額

算定基準
（行が足りない場合は、⇒

の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費

20,200

②受益者負担 負担金の積算
算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

1,595,800 1.00 1,595,800

その他目標値
目標値の内容⇒

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

1.00 282,800

101,000 1 1.00 101,000

40,400 7

1,595,800

1,595,800

30 1.20 727,200

40,400 8 1.50 484,800

支援対象企業の
変化

経営革新承認企業という地域の前向きな企業のネットワークを形成できる。互いの触発の中で
経営課題の解決や新事業展開のヒントが得られる。

指標 経営課題の解決や新事業展開の意欲が湧いた事業者の割合 数値目標 80%

④
【集中個別支援】
支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

【ハンズオン型】
R元年度の当事業支援数に基づき設定。経営革新塾受講者のうち、経営
革新申請に繋がりそうな事業者を選定する。

1

支援対象企業の
変化

自社の経営革新計画が作成できる。

指標 経営革新計画を申請する事業者数 数値目標 1社

事
業
の
目
標

③
【承認企業交流会】
支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

【人材交流型②】
本事業による承認企業を含む、当所管内の過去経営革新承認企業数に
基づき設定。池田・豊中商工会議所、豊能町商工会会報誌、及び池田商
工会議所ホームページ、大阪府HPに掲載されている承認企業へのDM等を
通して本支援の案内を行う。7



0.0%
【参 考】
参加者数

 

理   由

【変更の経過と理由】
新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、集合型のセミナーや勉強会、交流
会は３密（密閉、密集、密接）が避けられず、危険性が高いと判断した場合、状況によっ
てWEBを活用したオンラインでの実施に移行することとした。
その中で、人材育成型セミナーについては、従来型のセミナーでは店を不在にできない等
の都合から参加が困難であった層も、WEB上でオンライン開催することで自宅や店舗か
ら容易に参加できるようになると判断し、支援者数を増加するに至った。
人材交流型①（経営革新塾）については、WEB会議システムを使っての交流事業の場
合、元の予定人数では運営が困難と判断し、支援者数を減少することとした。

【支援効果】
集合型セミナー等をWEBを使ったオンラインに切り替えることで、自宅等でセミナー等
を受講できるようになり、受講者や講師等の新型コロナウイルス感染症の感染リスクを抑
えながら支援を提供することができる。
オンラインセミナーにすることで、受講者に会場へ来てもらわなければいけない従来型の
集合型セミナーに比べ、より多くの参加者に支援を提供することができる。
人材交流型事業の支援人数を変更することでオンライン上でも円滑な交流が期待でき、集
合型と同水準の支援レベルを保持する。

小規模事業経営支援事業 地域活性化事業 変更理由書

池田商工会議所

事業名 経営革新支援事業

計画に対する
実績（数値）

支援企業
数(計画)

45
支援企業
数(実績)

支援
実績率



R

○

○

これまでの
取組状況
※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

反省点

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこで・
何を・
どのよう
にする
のかを
明確に)

人材育成型

■実施時期：令和２年4月～令和３年1月の期間に実施予定
■会場：池田商工会議所
【人材交流型】
①経営者・管理職・採用担当者のためのコミュニケーション講座（3H×対象１６社）
採用面接時や日常業務での従業員との信頼関係の構築・モチベーション向上、生産性を高め
るチームビルディングに欠かすことのできないコミュニケーション術を学ぶワークショップを行う。
具体的には、相手に理解してもらいやすくなる伝え方のコツ、自分の受け取り方を変えることで
苦手な相手とも良好にコミュニケーションをとっていくための捉え方、などをワークにより効果を体
感しながら習得する。
【人材交流型】
②業務効率化への課題発掘・アプリの簡易体験会
日々の主にバックオフィス業務の工程において、どの工程が業務効率を高められる要素があり、
生産性を上げられるかを分析するためのワークショップを実施、業務効率化、生産性向上につ
ながるアプリの紹介を行う。業務効率を高めるアプリを「身近」に感じてもらうため、ＩＴベンダーに
よるアプリ導入の簡易体験を行う。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

４－２．地域活性化事業 事業調書【変更前】 池田商工会議所 （担当者：岩尾）

事業名
人材採用・定着と業務効率化のための
コミュニケーション力強化・IT活用促進事業

新規/継続 新規

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのような

状態にしたいか）

人手不足の解消や働き方改革による労働時間の縮小に中小企業が対応していくには、従業員
の定着率向上、採用力の強化、業務の効率化、生産性の向上が必要である。
給与などの待遇や福利厚生面で大企業とおなじ土俵に立つのが困難な中、定着率の向上と採
用力を強化するためには、自社の強みを従業員の仕事のやりがいに結びつけること、心理的安
全性が保たれるよう適切なコミュニケーションがとれる職場環境を構築することが重要である。
また、業務の効率化、生産性の向上を進めるにあたって、近年のＩＴの進化は早く、クラウド化し
ていることから、中小企業の導入ハードルが低くなっている。しかし、中小企業は業種を問わず、
情報不足や苦手意識から疎遠になりがちである。
本支援ではコミュニケーション力向上とIT導入を通して、組織のチームビルディング、従業員の
モチベーション向上、働きやすい職場環境の実現を目的とする。また、同時に業務の効率化の
必要性とＩＴが「身近」な存在であることの認識を高めることを目的とする。

支援する対象
（業種・事業所数等）

①経営者・管理職・採用担当者のためのコミュニケーション講座
人手不足解消のためにコミュニケーションスキルの向上を図り、「仕事のやりがい」を感じられる
働きやすい職場環境の改善による従業員定着や、採用力の強化を実現したい経営者や管理
職、採用担当者。
②業務効率化への課題発掘・アプリの簡易体験会
業務の効率化、生産性の向上を図りたい経営者、経営者に準じる経営判断のできる方

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

平成31年度実施の雇用環境整備事業に参加した経営者、人事担当者にヒアリングを実施した
ところ、現在抱えている人的課題として、「従業員のモチベーション維持」、「職場・部門のコミュ
ニケーション不足」、「労働時間の長期化」に関する課題が他の課題に比し多い傾向となったた
め、一定数のニーズがあるものと思われる。

想定する実施期間 2 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
 また、別紙にて計画を提出すること



４－２．地域活性化事業 事業調書【変更前】 池田商工会議所 （担当者：岩尾）

事業名
人材採用・定着と業務効率化のための
コミュニケーション力強化・IT活用促進事業

新規/継続 新規

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携 (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

社

社

事
業
の
目
標

支援対象企業数①

設定根拠及び
募集方法⇒

【人材交流型】①経営者・管理職・採用担当者のためのコミュニケーション
講座
平成３１年度小規模事業にて開催したセミナーの参加企業数、およびファ
シリテーションの許容体制に基づき設定。
池田商工会議所会報誌及びホームページ、経営指導員の巡回・窓口相
談、および平成３１年度の労務セミナー参加者へのメール通知等を通して
本支援の案内を行う。

16

支援対象企業数②

支援対象企業の
変化②

参加者が業務改善が行える可能性のある業務を把握することで、ピンポイントによる効率化の
投資が図られ、ムダなコストを抑制できる。また、クラウドの会計・顧客管理・予約管理等の内容
を知ることで、売上向上につながる蓄積データの活用ついて学ぶことが出来る。ＩＴクラウドの体
験を通して、導入へのハードルが下がり、ＩＴクラウドが「身近」な存在となることで導入が促進され
る。

指標
業務効率を高めるための

ＩＴクラウドの導入を行いたい事業者
数値目標 70%

設定根拠及び
募集方法⇒

【人材交流型】③業務効率化への課題発掘・アプリの簡易体験会
平成３１年度小規模事業 ＩＴ/ＩｏＴを活用した業務効率化支援事業参加企
業数に基づき設定。
池田商工会議所会報誌及びホームページ、経営指導員の巡回・窓口相
談、および平成３１年度の労務セミナー参加者へのメール通知等を通して
本支援の案内を行う。15

支援対象企業の
変化①

コミュニケーションスキルが向上することで、若手社員をはじめとした従業員が安心して経営者
や上司と対話できるようになり、従業員の定着率があがることや、心理的安全性の担保、業務
全体の生産性向上が期待できる。また、就職先を探す際に職場の雰囲気のよさを重視する就
活生は多いため採用面での効果も期待できる。採用面接時においても、この人と働きたいと思
えるような、また応募者の本音を話してもらうための傾聴力を身につけることができる。

指標
良好な職場環境を構築するための

コミュニケーションスキルを習得することができた事業
者

数値目標 70%

その他目標値
目標値の内容⇒

明確に)

事業手法
（該当する場合は
○印と下欄に
その根拠）

(a)
①府施策連携労３番【若手人材の採用・定着支援事業】
大阪府商工労働部雇用推進室就業促進課と連携・協議のもと、「OSAKAしごとフィールド」の紹
介を行うなどして事業を進める。また、募集にあたっての広報連携も行う。
②府施策連携商22番【中小企業のIT/IoT導入支援】
大阪府商工労働部中小企業支援室ものづくり支援課と連携・協議のもと、「IoTリーンスタート」
の制度の紹介を行うなどして事業を進める。また、募集にあたっての広報連携も行う。
(b)池田商工会議所が主管としてセミナーの企画・調整・広報・運営・事後フォローを担当し、共
済として参画する団体は、参加者募集広報、終了後の個別相談支援等を分担・連携して推進
する
(d)継続的な支援を行い、相談事業との相乗効果を図りカルテ化につなげる。カルテ化目標
50％。



４－２．地域活性化事業 事業調書【変更前】 池田商工会議所 （担当者：岩尾）

事業名
人材採用・定着と業務効率化のための
コミュニケーション力強化・IT活用促進事業

新規/継続 新規

① 円 × × ＝ 円

② 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携 (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円）  

代

○ 円

円

円

円

円

※別添で補足する内容があれば添付してください。

【備考】

池田商工会議所が主管として企画調整・
広報・運営等を担当。連携商工会議所は
広報と参加者発掘を行う。豊中商工会議
所・箕面商工会議所①各１社②各１社

豊中商工会議所 80,800

箕面商工会議所 80,800

②受益者負担

1,252,400 1.00 1,252,400

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核団体ま
たはﾋｱﾘﾝｸﾞで説明する代

表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

池田商工会議所 1,090,800

1,252,400

標準事業費

40,400 16 1.00 646,400

40,400 15 1.00 606,000

算
定
基
準
に
より
算
出
さ
れ
る
額

算定基準
（行が足りない場合は、⇒

の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

負担金の積算

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

1,252,400

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等



R

○

○

これまでの
取組状況
※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

反省点

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこで・
何を・
どのよう
にする
のかを
明確に)

人材育成型

■実施時期：令和２年4月～令和３年1月の期間に実施予定
■会場：池田商工会議所
【人材交流型】
①経営者・管理職・採用担当者のためのコミュニケーション講座（3H×対象８社）
採用面接時や日常業務での従業員との信頼関係の構築・モチベーション向上、生産性を高め
るチームビルディングに欠かすことのできないコミュニケーション術を学ぶワークショップを行う。
具体的には、相手に理解してもらいやすくなる伝え方のコツ、自分の受け取り方を変えることで
苦手な相手とも良好にコミュニケーションをとっていくための捉え方、などをワークにより効果を体
感しながら習得する。新型コロナウイルス感染症防止対策のため状況によってWEB形式の講座
とする場合がある。
【人材育成型】（WEBセミナー）
②業務効率化への課題解消 ITアプリ活用セミナー
日々の主にバックオフィス業務の工程において、どの工程に業務効率を高められる要素があり、
生産性を上げられるかを学べるセミナーを実施、業務効率化・生産性向上につながるITツール
やアプリの紹介を行う。業務効率を高めるアプリを「身近」に感じてもらうため、ＩＴベンダーによる
アプリ導入のデモンストレーションを行う。新型コロナウイルス感染症防止対策のため状況によっ
てWEB形式のセミナーとする場合がある。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

４－２．地域活性化事業 事業調書【変更後】 池田商工会議所 （担当者：岩尾）

事業名
人材採用・定着と業務効率化のための
コミュニケーション力強化・IT活用促進事業

新規/継続 新規

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのような

状態にしたいか）

人手不足の解消や働き方改革による労働時間の縮小に中小企業が対応していくには、従業員
の定着率向上、採用力の強化、業務の効率化、生産性の向上が必要である。
給与などの待遇や福利厚生面で大企業とおなじ土俵に立つのが困難な中、定着率の向上と採
用力を強化するためには、自社の強みを従業員の仕事のやりがいに結びつけること、心理的安
全性が保たれるよう適切なコミュニケーションがとれる職場環境を構築することが重要である。
また、業務の効率化、生産性の向上を進めるにあたって、近年のＩＴの進化は早く、クラウド化し
ていることから、中小企業の導入ハードルが低くなっている。しかし、中小企業は業種を問わず、
情報不足や苦手意識から疎遠になりがちである。
本支援ではコミュニケーション力向上とIT導入を通して、組織のチームビルディング、従業員の
モチベーション向上、働きやすい職場環境の実現を目的とする。また、同時に業務の効率化の
必要性とＩＴが「身近」な存在であることの認識を高めることを目的とする。

支援する対象
（業種・事業所数等）

①経営者・管理職・採用担当者のためのコミュニケーション講座
人手不足解消のためにコミュニケーションスキルの向上を図り、「仕事のやりがい」を感じられる
働きやすい職場環境の改善による従業員定着や、採用力の強化を実現したい経営者や管理
職、採用担当者。
②業務効率化への課題解消 ITアプリ活用セミナー業務の効率化、生産性の向上を図りたい経
営者、経営者に準じる経営判断のできる方

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

平成31年度実施の雇用環境整備事業に参加した経営者、人事担当者にヒアリングを実施した
ところ、現在抱えている人的課題として、「従業員のモチベーション維持」、「職場・部門のコミュ
ニケーション不足」、「労働時間の長期化」に関する課題が他の課題に比し多い傾向となったた
め、一定数のニーズがあるものと思われる。

想定する実施期間 2 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
 また、別紙にて計画を提出すること



４－２．地域活性化事業 事業調書【変更後】 池田商工会議所 （担当者：岩尾）

事業名
人材採用・定着と業務効率化のための
コミュニケーション力強化・IT活用促進事業

新規/継続 新規

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携 (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

社

社

事
業
の
目
標

支援対象企業数①

設定根拠及び
募集方法⇒

【人材交流型】①経営者・管理職・採用担当者のためのコミュニケーション
講座
企業数は平成３１年度小規模事業にて開催したセミナーの参加企業数お
よびファシリテーションの許容体制、人材交流型によるWEB講座での対応
可能数を考慮し設定。
池田商工会議所会報誌及びホームページ、経営指導員の巡回・窓口相
談、および平成３１年度の労務セミナー参加者へのメール通知等を通して
本支援の案内を行う。

8

支援対象企業数②

支援対象企業の
変化②

参加者が業務改善が行える可能性のある業務を把握することで、ピンポイントによる効率化の
投資が図られ、ムダなコストを抑制できる。また、クラウドの会計・顧客管理・予約管理等の内容
を知ることで、売上向上につながる蓄積データの活用ついて学ぶことが出来る。ＩＴクラウドの体
験を通して、導入へのハードルが下がり、ＩＴクラウドが「身近」な存在となることで導入が促進され
る。

指標
業務効率を高めるためのＩＴクラウドの導入を行いたい
事業者

数値目標 70%

設定根拠及び
募集方法⇒

【人材交流型】③業務効率化への課題解消・ITアプリ活用セミナー
平成３１年度小規模事業 ＩＴ/ＩｏＴを活用した業務効率化支援事業参加企
業数に基づき設定。
池田商工会議所会報誌及びホームページ、経営指導員の巡回・窓口相
談、および平成３１年度の労務セミナー参加者へのメール通知等を通して
本支援の案内を行う。20

支援対象企業の
変化①

コミュニケーションスキルが向上することで、若手社員をはじめとした従業員が安心して経営者
や上司と対話できるようになり、従業員の定着率があがることや、心理的安全性の担保、業務
全体の生産性向上が期待できる。また、就職先を探す際に職場の雰囲気のよさを重視する就
活生は多いため採用面での効果も期待できる。採用面接時においても、この人と働きたいと思
えるような、また応募者の本音を話してもらうための傾聴力を身につけることができる。

指標
良好な職場環境を構築するための

コミュニケーションスキルを習得することができた事業
者

数値目標 70%

その他目標値
目標値の内容⇒

事業手法
（該当する場合は
○印と下欄に
その根拠）

(a)
①府施策連携労３番【若手人材の採用・定着支援事業】
大阪府商工労働部雇用推進室就業促進課と連携・協議のもと、「OSAKAしごとフィールド」の紹
介を行うなどして事業を進める。また、募集にあたっての広報連携も行う。
②府施策連携商22番【中小企業のIT/IoT導入支援】
大阪府商工労働部中小企業支援室ものづくり支援課と連携・協議のもと、「IoTリーンスタート」
の制度の紹介を行うなどして事業を進める。また、募集にあたっての広報連携も行う。
(b)池田商工会議所が主管としてセミナーの企画・調整・広報・運営・事後フォローを担当し、共
済として参画する団体は、参加者募集広報、終了後の個別相談支援等を分担・連携して推進
する
(d)継続的な支援を行い、相談事業との相乗効果を図りカルテ化につなげる。カルテ化目標
50％。



４－２．地域活性化事業 事業調書【変更後】 池田商工会議所 （担当者：岩尾）

事業名
人材採用・定着と業務効率化のための
コミュニケーション力強化・IT活用促進事業

新規/継続 新規

① 円 × × ＝ 円

② 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携 (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円）  

代

○ 円

円

円

円

円

※別添で補足する内容があれば添付してください。

【備考】

池田商工会議所が主管として企画調整・
広報・運営等を担当。連携商工会議所は
広報と参加者発掘を行う。豊中商工会議
所・箕面商工会議所①各１社②各１社

豊中商工会議所 80,800

箕面商工会議所 80,800

②受益者負担

727,200 1.00 727,200

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核団体ま
たはﾋｱﾘﾝｸﾞで説明する代

表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

池田商工会議所 565,600

727,200

標準事業費

40,400 8 1.00 323,200

20,200 20 1.00 404,000

算
定
基
準
に
より
算
出
さ
れ
る
額

算定基準
（行が足りない場合は、⇒

の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

負担金の積算

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

727,200

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等



0.0%
【参 考】
参加者数

 

理   由

【変更の経過と理由】
会場集合型の勉強会では感染予防措置を充分に行っていたとしても新型コロナウイルス感
染症のリスクを伴うことからから参加事業者の安全を配慮し、状況によってはWEB型開
催に変更する。
①経営者・管理職・採用担当者のためのコミュニケーション講座
新型コロナウイルス感染防止や運営面の観点から参加人数の変更を行っている。
②業務効率化への課題発掘・アプリの簡易体験会
体験会の実施が新型コロナウイルスの影響により困難であると判断したため、手法を人材
交流型から人材育成型に変更し、体験をITベンダーによる分かりやすいアプリ導入デモス
トレーションに切り替えることで指標・数値目標達成を目指す。
今後、検討する事業者のニーズが高まることが想定されることから参加人数を増やしてい
る。

【支援効果】
会場集合型をWEB型に切り替えることで、自宅等でセミナー等を受講できるようにな
り、受講者や講師等の新型コロナウイルス感染症の感染リスクを抑えながら支援を提供す
ることができる。①については、支援人数を少なくすることで、オンライン上であっても
円滑な交流が期待でき、集合型と同水準の支援レベルを保持する。②についてはニーズに
合ったセミナーになるため満足の高い数値が取れるものと思われる。

小規模事業経営支援事業 地域活性化事業 変更理由書

池田商工会議所

事業名
人材採用・定着と業務効率化のための
コミュニケーション力強化・IT活用促進事業

計画に対する
実績（数値）

支援企業
数(計画)

28
支援企業
数(実績)

支援
実績率


